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企業間関係の経営活動に関する一考察
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はじめに
企業間における意図的で継続的な結合関係（Verbund，Zusammenfassung）に関する研究は、経営学
の分野では企業形態論（Unternehmungsformen）における企業集中（Unternehmungskonzentration）の
問題として展開された。具体的には、企業集中の形態的な研究としてカルテル(Kartell)、トラスト
（Trust）そしてコンツェルン（Konzern）が採り上げられ、それぞれの経営経済的な特質が研究され
た１）。
このような企業集中の諸形態は、まず経済学や法学の視点から自由市場経済体制を脅かす経済現
象として理解され、私的独占の禁止という立場から監視と規制の対象として採り上げられた。とく
に、市場や産業組織に関する研究は、市場における企業の相関的な地位と、さらにそれを獲得する
ための競争市場への制限的な影響に焦点を当てた内容が多いと考えられる。
これに対して、企業集中の経営経済的な研究では、企業集中を資本集中の一形態として理解し、
企業成長の資本的な考察が主題であったと考えられる。このような経営経済的な研究では、企業成長
の資本的な研究に加えて、企業活動の合理化（生産合理化、金融合理化など）を目的とする企業集中
に関心が向けられる２）。しかし、企業集中の経営経済的な研究では、資本集中にもとづく支配と結合
が中心であり､企業の経営活動（management）に焦点が置かれているとはいいがたい。
企業の規模と多様性の拡大にともなって経営の複雑性も高まり､経営機能とその機能担当者であ
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る経営者の役割が重要性を増している。同時に、企業間の結合関係の性格や役割も多様化し、資本
の論理にもとづく企業集中という枠組みだけでは不十分となってきた。
企業間の結合関係は、国家政策などの外圧による特異な状況を除けば、基本的に個別企業の経営
的な意思決定にもとづいて形成される。そこでは、資本的な思考だけでなく、経営の機能的な思考
が基本となる。ここに、資本的な思考とは資本の所有と支配を基礎とする思考であり､経営的な思
考とは経営の機能と制度を基礎とする思考と規定しておくことにする３）。そして、経営の機能的な
思考にもとづく専門的な経営者（professional management）は、企業を取り巻く環境変化が常態と
なり、環境変化の複雑性が高まる時代には不可欠となる。このような環境変化へ適応、即応して企
業全体の方策を決定するという経営活動が企業の盛衰を決める時代となっているのである。
企業間の結合関係は、企業の規模と多様性の拡大とともに環境変化が常態となっている時代には、
資本の所有と支配を基礎とする資本的な思考とともに、企業の主体的な視点から経営的な思考にも
とづいて構想されなければならないのである。ここでは、企業間の結合関係を経営の機能的な視点
から検討し、企業間関係の経営活動に関する基本的枠組みを提示することにしたい。なお、ここで
は企業間関係を企業間の結合関係という意味で用いている。
１．企業間関係の意義
ここでは、市場経済体制のもとで営利的生産組織体としての企業の意義とその構造について検討
し、企業間関係を形成する基本的な認識を検討したい。
１）投入―産出システムとしての企業
企業は、総収入から総費用を引いた経済的な利潤を目的として、何かの価値ある財貨やサービス
を生産する組織体である。財貨やサービスの生産は、生産要素市場から生産に必要な経営資源を調
達し、経営資源の結合によって製品を産出し、商品市場へと供給するという一連の生産過程によっ
て理解される。この生産過程は、投入―産出システム（input－output system）とよばれるのが一般
的である。しかし、この生産過程への投入物は、他の生産過程の産出物としての財貨やサービスと
も理解されのであるから、投入―産出システムという用語は特定の生産活動との関係からそういわ
れるだけである。
さて、企業の生産過程を費用という視点からみると、生産要素市場から企業内部の生産過程に投
入された経営資源が要素価格によって評価されたとき、費用として把握されるのである。これらの
投入された経営資源は生産費用（Produktionskosten＝ＰＫ）であるとともに、生産活動に投入した
フローとしての資本にほかならない。しかし、投入された資本が直ちに製品に転化するわけではな
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い。一定の生産時間を経て、はじめて製品として商品市場へ供給される。つまり、生産期間中の費
用は、ストックとして企業内部に残ることになる。この生産期間によってストックとしての資本と
いう概念が登場する。そして、継続的な生産組織体としての企業には、一定量のストックとしての
資本という概念にもとづいて時間的な適応をしている。このストックとしての資本は時間的な適応
生産費用（Anpassungskosten＝ＡＰＫ）として理解される４）。
さらに、企業内部の従業員は生産要素市場と商品市場において適用される価格について完全な情
報をもっているわけではない。したがって、企業の情報システムは、要求される的確性や精緻度に
したがって、情報費用（Informationskosten＝ＩＫ）の上昇を伴うことになる。また、情報システム
が不完全であるならば、不十分な決定によって情報費用と同じ費用を生じさせることになる。たと
えば、生産部門と調達部門ないし販売部門との間の不十分な照会は、在庫ないし取引銀行からの追
加融資への利子を上昇させる。企業の生産過程に投入される生産要素は、生産要素市場を通して調
達されるのであるが、具体的には供給者と企業との関係、つまり取引（Transaktion）によって獲得
される。同様のことは、商品市場でもみられるのであり、顧客と企業との関係がこれである。取引
には、供給者や顧客を探し、交渉するための費用が発生する。この取引に係わる費用は、取引費用
（Transaktionskosten＝ＴＡＫ）と呼ばれる。この取引費用は、企業が市場を利用する費用というこ
とができる５）。
さらに、企業の生産過程は、環境資源の使用という視点から、地球環境への負荷という問題に直
面し、環境負荷費用（Verschmutzungskosten＝ＶＫ）を発生させる。この環境負荷費用は、生産過
程の投入―産出過程のいずれでも発生するし、企業内部の生産過程そのものからも発生する企業活
動そのものに起因する費用である。この意味で、直線型産出―投入システムとしての企業が環境調
和型ないし循環型投入―産出システムとしての企業へと拡張されるのである６）。
２）階層システムとしての企業
企業の生産過程は、さまざまな活動を通して遂行される。生産要素は、時間の経過によって自動
的に製品へと転化するわけではない。生産要素は、経営者の意思決定によって意図的に製品へと転
化する。つまり、生産要素の結合は、経営者の意思決定にもとづく組織的、時間的な過程として理
解できる。企業の生産過程は、生産要素の結合過程として理解されるのであるが､具体的には生産
組織にもとづき、これら個々の生産要素給付の協働によって、生産が行われる。そして、生産過程
は経営者の意思決定にもとづく組織的な費用（動機づけ費用、Motivationskosten＝ＭＫ）を必要と
する。企業の生産過程は､このような組織費用の観点から階層的な組織が選択されてきた。しかし、
企業の生産過程が多様化し、複数の異なる市場をもつ製品群によって特徴づけられる段階では、製
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品別の事業部制組織が採用され、組織費用の合理化が試みられた。したがって、生産組織体として
の企業では、生産費用と組織費用は経済的な利潤を追求するという視点から、その合理化が図られ
ることになる。そして、市場との関係では、市場を利用する費用としての取引費用の合理化が図ら
れることになる。さらに、このような取引費用の合理化に係わって、供給者や顧客との統合化によ
る合理化が図られる（Logistikkosten＝ＬＫ）。この統合化によって供給者や顧客との合理的な結合
関係を組み入れた生産過程の形成と市場の組織化が試みられることになる７）。このような問題指向
的､生産指向的な企業像は、図表－１のように示される。
図表－１　企業の生産指向的問題領域
出所） Albach, Horst(1999)“ Ein allgemeine Theorie der Unternehmung” in Zeitschrift für
Betriebswirtschaft、69. Jg、H. 4, S.422.
３）企業間関係の動機
企業間関係が形成される動機は、企業の行動目標としての経済的利潤を獲得することである。そ
して、企業が経済的利潤をあげるために作られた組織であって、経済的利潤を企業の成否の第一の
めやすとすれば、企業間関係の形成は少なくとも総収入の増加ないし総費用の削減に貢献すること
が基本となるのである。
まず、総収入の増加への貢献としては、企業間関係の形成によって、競争相手の減少ないし共通の競争
相手に対する競争力の強化などが考えられる。企業は、企業間関係によって補足的な資源や能力の獲得し、
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この方法によって製品開発、有力な市場への参入ないし市場への速やかな参入の観点から、商品市場にお
ける競争力を強化し、総収入の増加を図ることができるのである。ついで、企業間関係の形成により規模
の経済や連結の経済が実現され、その結果として総費用の削減が図られることが考えられるのである。も
とより、図―１にもとづくならば、企業間関係は生産費用だけでなく、調達費用、販売費用、情報費用な
ど企業システムを構成する部分的な課題の解決を目的として形成され、部分的な費用削減を実現すること
も考えられるのである。さらに、企業の組織的な課題の解決（組織的な合理化など）を意図する企業間関
係の形成は、動機づけ費用、さまざまな活動の調整費用そして統治費用をも削減する場合がありうるので
ある。最後に、企業間関係の形成は、単独の場合よりも、生産活動に伴う財務的およびその他のリスクを
軽減することができるのである８）。
企業間関係は、経済的利潤を目的とする企業にとって、総収入の増加、総費用の削減そしてリスクの
軽減などの点で貢献することが可能である。しかし、このような企業間関係の貢献は、相対的なもので
あり、企業の行動目標にもとづいて主体的に決定されるのである。企業間関係の形成に対する代替案は、
企業（組織）と市場である。そして、経済社会における資源配分を統治する経済制度としての市場、企
業そして企業間関係（ネットワークを含む）の基本的な違いは、図表－２のように示されるのである。
図表－２　活動主体の間における諸資源の配分を統治する経済制度の理念的な性格
性　　　格 市　　　　場 企業間ネットワーク 企　　　　　業
諸資源に対する所有権の
配分
活動主体間の諸資源の流
れ
関係する活動主体間の相
互期待
活動主体間の情報の流れ
主な調整機構
一方的な決定と統制、取
引相手によって負担され
ている残余リスク
諸資源のまれで、不連続
な交換活動
狭く、契約の範囲に限定
短期の経済的な交換関係
有限の関係の継続期間
交換に限定される（価格、数
量、品質、配達）
交渉と競争
一方的な統制、そして取引相
手による限定された共同決定
とともに負担されている残余
リスク
諸資源の反復的な特定の
仲間との交換
広範囲で、契約によって特定
化された互恵的な義務と相互
期待を含む
長期的な社会関係
（目的達成までの）有限
の関係の継続期間ないし
不明確な継続期間
広範囲にわたる情報で、
情報共有度も高い
折衝と一致
決定、統制および取引相
手との間で負担されてい
る残余リスクの分離
特定化され、共有された
資源の蓄積
広範囲で、契約によって特定
化された互恵的な義務と相互
期待を含む
長期的な社会関係
不明確な関係の継続期間
広範囲にわたる情報で、
情報共有度も高い
権限と一体性
出所）Ebers，Hark“Explaining Inter-Organizational Network Formation”in Ebers，Hark(Edited)（1997）“The
Formation of Inter-Organizational Networks”Oxford University press，p．23．
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　経済社会の活動は、市場での取引による資源配分と企業の主体的な支配と管理による資源配分に
おいて、適切な社会的生産資源の配分が決定されていると考えられるのである。しかし、現実的に
は、市場と企業という調整制度の間には、極めて特異な意味を持つ調整が行われていると考えられ
るのである。これが企業間関係の形成による資源配分ということになる。この企業間関係の形成に
よって、市場や企業という調整制度ではなしえない、新たな合理性が求められることになる。つま
り、企業間関係の形成が規模、範囲そして連結の経済性を生み出す有力な手段となっているのであ
る。
さて、企業間関係の形成は、社会経済的な視点よりも、企業の主体的な視点において理解され、
展開されるものである。とりわけ、企業間関係の社会経済的な意義が企業の行動目標の合理的な達
成によって評価される点を考慮すれば、手段としての企業間関係そのものの合理性が問われること
になる。つまり、企業間関係の合理性が高まることは、企業目標の達成に貢献するだけでなく、社
会経済的な目的である合理的な資源配分、つまり社会経済的な生産性を高めることになると考える
のである。企業間関係の合理性は、まさにその主体である企業の経営的な視点から検討され、機能
化されることによって実現されるのである。
２．企業間関係の経営的視点
企業間関係は、企業の主体的な意思によって形成される。したがって、企業の主体的な視点、
つまり経営活動とその担い手である経営者の視点から企業間関係を検討することが必要である。そ
して、今日の企業活動は、環境変化を常態として、その即応性が求められる時代となっている。そ
こでは、企業の経営も厳しい市場競争のなかで機能的に理解され、経営についての専門的な知識と
技能によって企業を運営する専門経営者が担当することになる。企業間関係の研究では、このよう
な企業の内実的な変化と経営的な視点が看過されてはならない。企業間関係の基本となる企業それ
自体の経営的な理解の深化が企業間関係の合理性を高め、企業目標を達成する手段における有効性
を高めると考えるからである。
１）関係論から関係活動論へ
企業間関係を経営的な視点から考察する場合、企業の経営的な自主性が基本となる。ここでの経
営的な自主性とは、機能として経営を理解することを意味しているのである。機能として経営を理
解することは、研究開発、生産そして販売などと同様に、仕事して理解することである。したがっ
て、機能としての経営は、仕事をより良く遂行するという視点から考えられるのである。この意味
で、経営は仕事の原理にしたがって遂行されるのであり、その他の論理（資本の論理、所有の論理、
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さらに人的な論理など）によって遂行されるものではない９）。
企業間関係は独立した企業間の関係である。ここに独立した企業とは、法律的な独立性、経済的
な（資本所有の意味での）自立性そして経営的な自主性によって特徴づけられるのである。そして、
企業間関係は、この独立した企業が他企業との間で形成される関係からどのような影響を受けるか
によって特徴づけられるのである。一般には、法律的な独立性のみをもつ企業間の関係、たとえば
コンツェルンやジョイント・ベンチャー（joint venture）から法律的、経済的な自立性をもつカル
テルや提携（alliance）などまで企業間関係は多様である。しかし、いずれの企業間関係でも個別
企業は自己の目的を達成するために経営的な自主性にもとづくより合理的な関係の形成と運営を追
及することになるのである。したがって、経済的な従属性が関係の基本となるコンッエルンでも構
成企業の経営的な自主性への配慮がその成否に影響を与えると考えられるのである。また、企業間
提携では、むしろ参加企業の経営的な自主性が前提とされるのである。このように経営的な自主性
は、企業間関係の基本的な要因となっていると考えられるのである10)。
企業間関係は基本的に２つの視点から考察されるのである。まず、第１の視点は第三者的な視点
から企業間関係を考察する立場である。このような視点は、第三者の観察、考察の意図によって性
格づけられるのである。たとえば、産業組織論という視点や市場論という視点が考えられるのであ
る。これらは、いずれも対象となっている関係に注目し、その産業組織論的、市場論的な意義を明
らかにするものであると考えられる。ついで、第２の視点は、結合関係の当事者である企業主体の
視点から考察することである。そこでは、結合関係は他企業への対外的な関係活動として理解され
るのである。したがって、主体の意思に照らして、結合関係の形成、発展そして解消が検討される。
そして、当該企業は、企業主体つまり経営の自主性という視点から企業間関係を考察し、その経営
的な合理性を追求することである。同時に、他企業への結合関係は、企業の経営活動における対外
的な関係（対境）活動の一環として展開されることが特質となるのである。
企業の経営活動における対外的な関係活動としての企業間関係の形成は、結合関係の経営的な意
義から形成、発展そして解消にいたる活動として考察されることになる。このような考察は、企業
間関係の形成過程を適切に遂行する活動として理解されるのである。ただし、この場合に、企業間
関係の経営的な役割についての考察と形成過程の合理的な遂行についての考察は機能的な性格を異
にしている点が理解されなければならないのである。つまり、前者は形成目的に関する考察であり、
後者は目的の合理的な遂行に関する考察ということになるのである。たとえば、戦略的な提携と提
携戦略は区別して考えなければならない。戦略的な提携とは、提携そのものの経営的な重要性を意
味し、提携戦略とはいかに効果的にかつ効率的に提携を形成し、監督するのかを意味すると考える
ことができる。そして、対外的な関係活動としての企業間関係の形成、発展そして解消は、形成目
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的と目的遂行における合理性によって評価されることになるのである。
２）関係の自主性
企業間関係の経営的な視点には、対外的な活動という経営的な視点だけでなく、結合関係そのも
のの経営的な自主性という視点が存在するのである11)。関係そのものの経営的な自主性とは、企業
間関係そのものの充実と発展という固有の視点から登場する視点である。たとえば、合弁事業は、
出資企業間の共同事業として展開されるのである。しかし、合弁事業の経営が合理的に行われるた
めには、経営の機能的な理解が不可欠である。出資企業が資本の論理によって合弁事業の経営を行
うのではなく、合弁事業の経営を経営的な自主性にもとづいて機能的に理解しなければならないの
である。
企業間関係そのものの経営的な自主性は、結合関係そのものの経営的な独自の意義によって必要
とされるのである。つまり、当該企業にとって、形成目的の合理的な達成のためには結合関係の合
理的な運営が不可欠であるとの基本的な認識によるものである。他方、結合関係そのもののも、経
営的な自主性をもつことによって合理的な展開が可能となるのである。このように企業間関係の経
営的な視点には、当該企業の経営的な自主性とともに、結合関係そのものの経営的な自主性が独自
の意味をもって存在しているのである。
結合関係そのものの経営的な自主性は、第三者的で関係論的な考察に対して、当該企業の主体性
とその派生的な主体性という意味で異なる性格をもっている点に留意しなければならないのである。
この結合関係そのものの経営的な自主性は、当該企業の形成目的やその合理的な達成に連動して考
察されなければならない。つまり、当該企業にとって結合関係の合理的な運営が重要であるとすれ
ば、結合関係そのものの経営活動の成否が決定的なものとなるのである。したがって、結合関係そ
のものの経営を機能的に遂行するという意味で、結合関係そのものの経営的な自主性が不可欠とな
るのである。
もとより、企業間関係の性格や形態は多様である。市場での取引に近い形態から出資関係を伴う
緊密度の高い形態まで考えられるのである。そして、企業間関係そのものの経営的な自主性は、こ
のような結合関係の性格と形態によって異なるのである。たとえば、市場での取引に近い形態であ
る継続的な取引契約では、共同出資事業を展開する合弁事業に比べて、結合関係そのものの経営的
な自主性への要求も低くなるのである。このように企業間関係そのものの経営的な自主性は、企業
間関係そのものの経営機能の存在が前提となるのである。
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３．企業間関係の構造
企業間関係の経済的な成果を評価する際に考慮すべき要因は多いが、ハカンソン＆スネホタ
（Hakansson，Hakan and Snehota，Ivan）によれば、基本的には図表－３のような次の２つの次元に
整理されるのである。まず、企業間関係の内容（content）という次元であり、今ひとつは関係の主
体（subject）の機能（function）という次元である。そして、企業間関係の基本的な構造は、関係
の内容と機能という２つの次元によって明らかにされるとするのである。
図表－３　企業間関係の局面
機能
　　　　　　　　　　　　　　　単独企業　　　　一対関係　　　　第３者の集成
　　　　　　　　活動　　　　内部の活動　　　　接続　　　　　活動パターン
　　　　　　　　　　　　　　組織
　　　　内容　　主体　　　　組織構造　　　　　結合　　　　　主体のネットワーク
　　　　　　　　資源　　　　内部資源の　　　　連結　　　　　資源集合
　　　　　　　　　　　　　　集積
出所）Hakansson，Ｈ． and Snehota，Ｉ．（1995）“Developing Relationships in Business Networks”．London：
Routledge．ここでは、Dubois，Ａ．ａnd Hakansson，Ｈ．“Relationships as Activity Links”in Ebers，
Hark(Edited)（1997）“The Formation of Inter-Organizational Networks”Oxford University press，p．47．か
ら引用した。
まず、第１の企業間関係の内容という次元は、活動（activity）、活動主体（actor）そして資源
（resource）という３つの異なる種類ないし局面によって理解されるのである。
さて、企業間関係の経済的成果は、どのように諸活動を接続する（links）か、に依存しているの
である。さらに、さまざまな活動主体の諸活動の接続は、広範囲に及ぶ接続の連鎖（activity
chains）、同時に活動パターン（activity pattern）の形成をもたらすことにもなるのである。その結
果として個別企業の特定な活動の経済的成果は、その他の内部諸活動と同時にその最も重要な関連
をもつ相手企業の活動とどのように接続するかに大いに依存することになるのである12)。
また、企業間関係の経済的な影響は、技術的ないしその他の協力関係では、その内容に依存する。
そのような協力関係は、当該企業の双方の資源に影響を与えることになるのである。つまり、その
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ような協力関係は、諸資源間の連結（ties）に帰結するのである。資源の観点から、協力関係は体
系的に関連づけることとして見なされうるのである。この体系的な関連づけとは、発見、補足、類
似点、そして結合の可能性を意味し、そして資源の適合を生み出すと見なされるのである。そのよ
うな適合は、異なる活動主体の資源が一緒に結合するのである13)。
そして、企業間関係の経済的な影響は、諸活動主体（会社）の間における結合（bonds）の内容
に依存するのである。結合はさまざまな理由から重要である。一つの理由は保証を作り出すことで
ある。活動を接続すること、ないし資源を連結することは不確実な事業である。同時にその成果は
部分的には相手の意思およびすべての主体の義務遂行能力に依存しているのである。つまり、その
成功は主体が相互に信頼（trust）することを要求するのである。企業間の信頼は時間とともに構築
され、企業間の結合に帰着するとされる。その他の要素としては各活動主体の一体感（identity）
であり、それは活動主体に特定の態度（attributes）をとらせるのである。一体感は、諸活動の接続
ないし諸資源の連結しようとする活動主体に影響を及ぼす要素であり、構築された企業間の結合に、
常に含まれているのである14)。
ついで、第２の次元では、３つの異なる活動主体に対して企業間関係がもっている機能の視点か
ら、関係の経済的な影響が指摘されるのである。ここでは、２つの企業間の結合関係と多数の企業
間の結合関係を区分する。そして、２つの企業間の関係は、一対関係（dyad）と呼ばれ、他方の多
数の企業間における関係は第三者（third’ parties）との集成、つまり自主性を保持した組織体間の
ネットワーク（networks）と呼ばれるのである。
さて、一対関係（一対の企業間関係）の現実的な関係は、それ自体が準組織（ quasi-
organization）として理解されることになる。このような一対関係が形成されるためには、活動主体
が単独では行うことができない活動に対して、活動主体の影響力や能力を効率的に利用し、開発し、
そして実施するための機会となる利点がなければならないのである。さらに、一対関係のこのよう
な機能は、企業間関係を単一の事業単位や第三の新たな企業と見なされる場合に存在するのである。
企業間関係は、関係する活動主体にとって、活動組織の生産性を改善するため、資源集積における
新規性を形成するため、また組織構造の部分的役割を果たすために活動主体の双方で利用され、そ
して開発されなければならないのである。また、活動主体が維持する一連の企業間関係は、その活
動の成果に対する基礎を提供するのである。ついで、ネットワーク関係は、新たに第３者のための
機能を持っているのである。ネットワーク関係は、一対関係がその他の関係開発のための要素とし
て利用されうる場合ということになるのである。しかし、ネットワーク関係は、一対関係の単純な
集まりによって形成されているわけではないのである。第３者は特定の企業間関係における活動の
接続、資源の連結そして活動主体の結合を必要度に応じて選択できるのである。このような企業間
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関係の経済的な成果は、それが生じる必要性の程度に依存するのである15)。
企業間関係の基本的な構造と性格については、つぎのような２つの理論的な帰結が指摘されるの
である。まず、企業の境界（boundary）は理論が想定するほど明確ではないのである。活動の接続、
資源の連結そして活動主体の結合は、企業内部の活動や資源に対する想定された統制力、またその
他の企業内部の相応した活動や資源に対する想定された独立性という両者の境界を不明確にするの
である。いま１つは、活動の接続、資源の連結そして活動主体の結合における関連は、一義的では
ないのである。たとえば、何ら活動の接続や資源の連結もない企業間の結合がありうるのである。
また、２つの企業間に活動の緊密な接続がありうるとしても、資源の連結がない場合がありうるの
である。逆に、資源の連結がありうるとしても、活動の接続がない場合がありうるのである16)。
このように企業間関係の形成は、少なくとも企業間の法律的、経済的そして経営的な自主性に影
響を及ぼすことになるのである。同時に、当該企業の法律的、経済的な独立性と経営的な自主性へ
の影響は、企業間関係の緊密度によって異なるし、また結合関係の経営的な重要性によって基礎づ
けられることになると考えられるのである。そして、企業間関係の経営的な視点としては、企業境
界の不明確化に係わる経営的な自主性の新たな展開を図ることになるのである。この意味でも、企
業間関係の基本的な構造には、企業境界の不明確化、さらに結合関係の内容を示す活動、資源そし
て活動主体の相互関係が一義的でない点からみて、企業間関係のより弾力的で多様な特質が含まれ
ていることも看過されてはならないであろう。
４．企業間関係の経営活動
企業間関係は、基本的には、つぎのようなネットワークの理解によって、概念的な分析がなされ
るのである17)。
　　ネットワーク＝活動主体（Aktoren）＋関係（Beziehungen）
＝システム要素（Systemelemente）＋結合（Verbindungen）＝システム
このようなネットワークの理解によれば、企業間関係は活動主体の関係によって規定されること
になるのである。つまり、一対関係とネットワーク関係が企業間関係の基本的な枠組みを決定する
と考えられるのである。と同時に、一対関係やネットワーク関係の性格や緊密度は活動主体、活動
そして資源という企業間関係の内容の視点から検討されることになるのである。
ここでは、まず、企業という活動主体の経営的な自主性を踏まえた、企業間関係の基本的な構造
に基づく経営類型を検討するのである。この意味では、図表－４のようなリンツ（Renz，Timo）
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によるネットワーク経営（Netwerkmanagement）が基本的な枠組みを提供してくれると考えられる
のである。このネットワーク経営の構想は、関係における経営(Management in Beziehungen)、ネッ
トワークにおける経営（Management in Netwerken）およびネットワークの経営（Management von
Netwerken）から構成されている18)。
図表－４　ネットワークの経営、関係における経営およびネットワークにおける
経営としてのネットワーク経営
考察の基点と経営目標
メタ領域 マクロ領域 ミクロ領域
その他のネットワークに
対するネットワークのメタ
地位を創造すること
ネットワーク全体におけ
る焦点組織のマクロ地位を
創造すること
ネットワークにおける個
別組織に対する焦点組織の
ミクロ地位を創造すること
“関係における経営”
“ネットワークにおける経営”
　　ネットワークとしての市場
“ネットワークの経営”
集成的企業組織の特別な形
態としてのネットワーク、
たとえば戦略的なネット
ワーク
　ネットワーク経営
出所）Renz，Timo(1997)“Management in internationalen Unternehmungsnetzwerken”Gabler，Ｓ．27．
リンツのネットワーク経営は、観察の基点と経営目標に見られるように、メタ領域、マクロ領域
そしてミクロ領域から焦点主体の地位やネットワークの地位の創造（経営目標）を明らかにしよう
とする試みである。そこでは、メタ領域、マクロ領域、そしてミクロ領域という分析的な視点から
ネットワーク経営が取り上げられているのである。また、マクロ領域を市場領域と理解しているよ
うに市場における企業の地位という相関的な視点の展開からネットワーク経営が構想されているよ
うに考えられるのである。
しかし、企業の経営的な自主性という視点からは、リンツのネットワーク経営に「関係それ自体
の経営」（Management von Beziehungen）をさらに加えることになるのである。したがって、ここで
は、リンツのネットワーク経営の構想に対して、つぎのような企業間関係の経営構想を提示したい
のである。
①　一対関係における焦点組織の経営
②　一対関係それ自体の経営
企業間関係の経営活動に関する一考察 159
③　ネットワークにおける焦点組織の経営
④　ネットワークそれ自体の経営
第１の「一対関係における焦点組織の経営」とは、当該企業（焦点組織）が他企業との関係を形
成し、監視し、そして発展ないし解消するという一対関係の合理的な運営と統制という対外活動を
行うことである。たとえば、Ａ社とＢ社が合弁事業を形成している場合、Ａ社の合弁事業に対する
対外活動ということである。このことは、Ｂ社の場合でも同様である。これを要するに、企業間関
係における活動主体の経営的な自主性を問題とするのが一対関係における経営問題ということにな
るのである。
ついで、第２の「一対関係それ自体の経営」とは、Ａ社やＢ社の合弁事業に対する一方的な関係
（対外活動）ではなく、合弁事業それ自体の経営的な自主性という問題を取り上げることである。
したがって、それは一対関係それ自体の経営的な自主性という経営問題になるのである。
さらに、第３の「ネットワークにおける焦点組織の経営」とは、企業間のネットワークに参加し
ている当該企業（焦点組織）の経営的な自主性という問題である。それは、まさに企業間のネッ
トーク全体における当該企業の地位や役割を創造する問題である。
そして、第４の「ネットワークそれ自体の経営」とは、ネットワークそれ自体の経営的な自主性
を取り上げることである。たとえば、企業グループにおけるグループ経営という問題がこれである。
企業グループにおいて当該企業（焦点組織）が持ち株会社の位置にあるとしても、当該企業の利害
とは別に企業グループそれ自体が独自の意味を持ち、利害を持ちうる場合である。したがって、
「ネットワークにおける焦点組織の経営」とは別の視点から「ネットワークそれ自体の利害や自主
性に基づく経営」が存在し、グループ経営やネットワーク経営という独自の経営問題を特徴づける
と考えるのである。
このようなネットワーク経営の構想は、企業間の結合関係そのもの（機能の次元）、つまり一対
関係やネットワーク関係に焦点をあてて検討されたものである。したがって、ネットワーク経営の
構想をより実践的に展開するためには、内容の次元つまり活動、活動主体そして資源という局面に
焦点をあてて検討することが求められることになる。ただし、活動の接続、資源の連結そして活動
主体の結合は、企業内部の活動や資源に対する想定された統制力、またその他の企業内部の相応し
た活動や資源に対する想定された独立性という両者の境界を不明確にするのである。したがって、
関係の内容を意味する活動の接続、資源の連結そして活動主体の結合は、参加企業の経営的な自主
性を制約することが考えられるのである。このことは、参加企業間の相互依存関係が形成されると
ともに、参加企業の経営的な自主性が制約されること意味しているのである。この意味でも、企業
間関係は個別企業が自らの能力開発によって目的を達成することが基本となっている点を看過して
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はならないのである。つまり、参加企業が経営的な自主性を喪失することは、一対関係であれ、
ネットワーク関係であれ、もはや単一の組織体であって企業間関係が消滅していると考えられるか
らである。このように企業間関係では、関係の内容として活動の接続、資源の連結そして活動主体
の結合がなされると同時に、経営的な自主性の存在がなければならないのである。
企業間関係の経営類型については、経営の自主性という視点から、当該企業（焦点組織）の経営
的な自主性のほかに、一対関係やネットワーク関係それ自体の経営的な自主性が存在しうる点が指
摘されたのである。さらに、企業間関係の内容を意味する活動の接続、諸資源の連結、そして活動
主体の結合は、このような経営的な自主性を制約することも看過されてはならないのである。もと
より、企業間関係の経済的な成果は、活動の接続、諸資源の連結そして活動主体の結合よって影響
されるのである。しかし、企業間関係の経済的な成果を高めるために活動、諸資源そして活動主体
という局面での安易な範囲の拡大と緊密度の深化は、参加企業それ自体の経営的な自主性、つまり
経営的な存在性を失うことになるとも考えられるのである。そして、企業間関係における経営活動
の特質とは、企業間関係の経営類型で明らかにされた焦点企業、関係それ自体そしてネットワーク
それ自体の経営的な自主性という視点から、活動、諸資源そして活動主体の適切な関係を構築する
ことであるといえるであろう。
（なお、本稿は「循環型資源利用を促進する企業間関係の経営学的研究」（科学研究費補助金、
基盤研究(C)(2)研究課題番号13630150、の成果の１部である。）
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